
2023 年４月 5 日 

各 位 

会 社 名 ＵＢＥ三菱セメント株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長 小 山 誠 

問 合 せ 先 総務部広報室長 工藤 康人 

（ 電 話 番 号 0 3 - 6 2 7 5 - 0 3 3 3 ） 

 

中期経営戦略の策定に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年度から 2025 年度までを対象とする中期経営戦略「Infinity with Will 2025～ 

ＭＵＣＣサスティナブルプラン 1st STEP～」を策定いたしましたので、下記のとおりお知らせ

します。 

 

記 

 

Ⅰ．統合初年度の振り返り 

当社は、2022 年 4 月１日に三菱マテリアル株式会社およびＵＢＥ株式会社よりセメント事業およ

びその関連事業、宇部三菱セメント株式会社よりセメント販売・物流事業を承継し、営業を開始

しました。営業開始と同時に打ち出した当社理念は全従業員に周知されており、経営体制は概ね

設計に沿って運営されております。また、各事業は支障なく承継され、融合によるシナジー効果

も出現しつつあります。 

業績面においては、上昇基調であったエネルギー価格がロシア・ウクライナ情勢を背景にさらに

高騰するなど、当社を取り巻く事業環境は大幅に悪化しました。 

このため、2022 年 1 月荷渡し分からのセメント・固化材価格 2,200 円の値上げに続き、同年 10

月荷渡し分から 3,000 円の追加値上げを進めるとともに、2023 年３月末を目途に青森工場および

伊佐セメント工場１号キルン停止の生産体制の見直しを決定しました。一方、成長が期待できる

米国事業は、南カリフォルニア地区における堅調な需要を背景に売上を拡大しております。しか

しながら、国内事業においてはエネルギーコストの価格転嫁の遅れにより 2022 年度は大幅な赤

字となる見通しであり、2022 年度に打ち出した施策の効果は 2023 年度業績回復に大きく寄与す

る見込みです。 

 

Ⅱ．中期経営戦略の概要 

（１）2030 年の目指す姿   

当社グループは、ＭＵＣＣ理念のもと、本中期経営戦略を策定いたしました。2030 年近傍におけ

る事業環境を踏まえた目指す姿を掲げたうえで、企業価値の向上に取り組みます。また、直近の

状況を踏まえた足元固めを最重要課題と位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統合の深化により業界トップの技術力・収益力を誇るグループ
国内・海外両輪により国内連結営業利益：300億円以上、海外連結営業利益：350M$以上を達成
(連結 ROE 8％以上 、ROA 6％以上）

＜Mission＞

最高の品質を
最高の技術とサービスで提供し、
地球の未来を支えつづける。

＜Value＞

誠実さと真摯さ
個の融合とグループ力
挑戦と変革

当社理念

事業環境

・国内トップのコスト競争力
・成長し続ける海外事業
・カーボンニュートラルの業界トップランナー
・強固なバリューチェーン
・新たな価値を創出し続ける独自技術

・国内需要の漸減 ・労働人口の減少
・石炭価格の高止まり ・輸出市場の悪化
・南カリフォルニア市場の成長
・カーボンニュートラルの加速 ・地球環境保全
・革新的なデジタル技術の進展

目指す姿



（２）中期経営戦略の概要 

１）名称 

「Infinity with Will 2025～ＭＵＣＣサスティナブルプラン 1st STEP～」 

２）基本方針 

「2023 年度の黒字化」および「2030 年目指す姿に向けた足元固め」と「新たなビジネス創出・

成長戦略への種まき」を推進する３ヶ年とします。 

３）重要施策（※最重要施策） 

①（※）国内セメント事業の体質強化・コストダウン 

 ・2022 年度足元固めによる 2023 年度の国内セメント事業の黒字化達成 

②（※）米国事業の成長・新規拠点の探索 

 ・売上拡大とコスト抑制による垂直統合モデルの価値最大化 

③（※）地球温暖化対策の推進 

 ・エネルギー代替の促進とエネルギー転換、CCU 技術開発 

④国内バリューチェーンの強化・拡大 

 ・非化石エネルギー化の推進、石灰石資源を通じた利益の最大化、川下事業の強化/拡充 

⑤研究開発・経営ソフトの強化 

 ・研究開発体制の強化、適正人員配置の推進、DX 推進組織設置 

４）2030 年へ向けたロードマップと目指すサプライチェーン 

当社グループは、2030 年目指す姿の実現に向けて本中経（ＭＵＣＣサスティナブルプラン 1st 

STEP）を着実に進めてまいります。 

また、2nd STEP においては、国内セメント需要の漸減に対応するため、さらなる事業再構築を

推進し、国内基盤を強固なものとするとともに、成長が期待できる海外事業の推進と新規事業

の創出に取り組んでまいります。 

 

【２０３０年へ向けたロードマップ】 

 

 

 

 

【２０３０年 目指すサプライチェーン】 

当社グループは、石灰石資源の付加価値最大化、大型港湾・宇部コールセンターを最大活用した

非化石エネルギー拠点へのシフト、カーボンリサイクル事業の実現、川下事業の強化を図ること

で、サプライチェーン全体をブラッシュアップしつつ、脱炭素・循環型社会の構築を目指します。

また、海外事業は戦略的投資により、米国事業のさらなる成長に加え、新たな海外拠点の開拓に

取り組んでまいります。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）事業戦略 

 本中経（ＭＵＣＣサスティナブルプラン 1st STEP）における各事業戦略は以下のとおりです。 

 

①国内セメント事業の体質強化 
 コストダウン 

◼ 適正販売価格の獲得 
◼ 最適生産・物流体制による競争力強化 
◼ エネルギー価格高騰対策(脱炭素社会への対応) 
◼ 事業基盤の整備・合理化 

②米国事業の成長 
 新規拠点の模索 米国事業 

◼ セメント/ 生コン安定供給・骨材の安定確保 
◼ コストに見合った価格転嫁 
◼ カーボンニュートラルへの対応 

新規拠点 
◼ 米国事業に続く”第 2 の柱”となる新規拠点の探索 
◼ グローバル人材育成 

③地球温暖化対策 
の推進 

エネルギー転換 
の早期実現 

◼ 焼成用熱エネルギー転換 
◼ 電力用エネルギーの非化石化 

CCU の 
早期事業化 

◼ 回収 CO2の利活用可能なビジネスモデル確立 

④国内バリュー 

チェーンの 

強化・拡大 

環境エネルギー 

◼ 宇部コールセンターを活用したエネルギーバリュ

ーチェーンの構築と強化 

◼ 安価な熱エネルギーの追求/ ソース拡大 

資源 

鉱山 

◼ 石灰石の最適採掘体制の構築 

◼ 新規爆薬導入（バルクエマルション） 

◼ けい石資源確保 

鉱産品 
◼ シナジー効果の最大化 

◼ 仕入ソース及び資源の確保 

宇部 

マテリ

アルズ 

 

◼ マグネシア、生石灰の価格転嫁 

◼ マグネシアの用途拡大と生石灰の販路拡大 

◼ モスハイジの用途拡大による拡販 

◼ CS の供給能力拡大 

◼ 研究マネジメント体制の強化 

生コン 

販売店 

◼ 直系生コン・販売店の再構築 

◼ アライアンスによるエリア牽引 

◼ 低炭素製品の需要取り込み 

⑤研究開発・ 

 経営ソフト 

の強化 
研究開発 

◼ 地球環境対策：CO2削減・利用技術の早期獲得 

◼ 既存事業の立て直し・強化：保有技術の深化・活用

による収益力と生産性の向上 

◼ 新規事業創出：独創的な技術・材料の開発と実用化 



人材戦略 

◼ 適正人員配置の推進（海外、研究開発、グループ会

社へのシフト） 

◼ 専門人材の確保・育成（DX、グローバル） 

◼ ダイバーシティ＆インクルージョンの推進 

DX 戦略 

◼ DX 推進体制の構築  

◼ 新サプライチェーン構築による業務効率化と経営

資源の見える化 

 

6）設備投資・投融資計画 

 3 ヵ年で計画する設備投資・投融資は合計で 1,580 億円とし、このうち熱エネルギー代替関連

投資に 270 億円を配分し、CO2削減とエネルギーコスト削減を積極的に推進いたします。減価償

却費(1,342 億円)と収益改善によりフリーキャッシュフロー+190 億円を見込み、財務の健全性を

維持します。 

なお、成長に資する計画外の投融資案件については柔軟に対応いたします。 

 

7）事業計画 

 1st STEP の最終年度である 2025 年度では、売上高 7,100 億円、営業利益 390 億円、ROE（自

己資本利益率）5.5％、ROA（総資産利益率）2.5％、を計画しています。 

 2nd STEP の最終年度である 2030 年度では、売上高 9,300 億円以上、営業利益 750 億円以上、

ROE（自己資本利益率）8.0％以上、ROA（総資産利益率）6.0％以上を目標としています。 

 

以 上 

 

将来の見通しの記述について 

本資料にある計画､戦略､業績予想等に関する記述は､記述した時点で当社が入手できた情

報に基づいたものです。これらの予想･ 予測には､当社を取り巻く経済情勢､競合環境､関

連法規､為替レート等不確実な要素が含まれており､これらの予想･予測を覆す 潜在的な

リスクが顕在化する可能性もあります。したがって､将来の実際の業績・事業環境等が本

資料の記述と異なったものとなる可能性があることをご承知おきください。 
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1. 統合初年度の振り返り

◼ 熱エネルギー価格等コストアップの転嫁未達により

連結経常赤字の見通し

◼ 2022年度に打ち出した施策の効果は20２３年度

業績回復に大きく寄与する見込み

2022年4月にUBE三菱セメント株式会社（MUCC）の営業を開始した。

営業開始時に示した当社理念の下、着実に事業運営を進めている。

各事業は両社から支障なく承継され、融合によるシナジー効果も出現しつつある。

(2022年度) 事業環境 対応策

国内セメント

事業

熱エネルギー

価格の大幅上昇

• 2021年10月公表「2022年1月～+2,200円値上げ」：ほぼ浸透

• 2022年7月公表「2022年10月～+3,000円追加値上げ」

• 2022年9月公表「生産体制見直し：青森工場・伊佐1号キルン停止

(2023年3月末目途)」

• 安価熱エネルギー、熱エネルギー代替物使用拡大

海外セメント・

生コン事業

堅調な需要、

コストアップ

• セメントターミナル稼働再開・ドライバー増員

• エネルギー・原料コスト上昇を価格転嫁し売上拡大

事
業
環
境
と
対
応
策

は
じ
め
に

連結P/L 2022年度通期予想

売上高 (億円) 5,920

営業利益 (億円) △280

経常利益 (億円) △260

純利益 (億円) △530 3



2.当社理念と2030年の目指す姿

統合の深化により業界トップの技術力・収益力を誇るグループ
国内・海外両輪により国内連結営業利益：300億円以上、海外連結営業利益：350M$以上を達成
(連結 ROE 8％以上 、ROA 6％以上）

＜Mission＞

最高の品質を
最高の技術とサービスで提供し、

地球の未来を支えつづける。

＜Value＞

誠実さと真摯さ
個の融合とグループ力
挑戦と変革

当社理念

事業環境

・国内トップのコスト競争力
・成長し続ける海外事業
・カーボンニュートラルの業界トップランナー
・強固なバリューチェーン
・新たな価値を創出し続ける独自技術

・国内需要の漸減
・石炭価格の高止まり
・南カリフォルニア市場の成長
・カーボンニュートラルの加速
・革新的なデジタル技術の進展

目指す姿

4

・労働人口の減少
・輸出市場の悪化

・地球環境保全



3．（１）MUCC中期経営戦略 - 概要 -

名

称

重

要

施

策

Infinity with Will 2025 
～MUCCサスティナブルプラン 1st STEP～

「2023年度の黒字化」および「目指す姿に向けた足元固め」と
「新たなビジネス創出・成長戦略への種まき」を推進する3ヵ年

① 国内セメント事業の体質強化・コストダウン
2022年度足元固めによる2023年度の国内セメント事業の黒字化達成

② 米国事業の成長・新規拠点の探索
売上拡大とコスト抑制による垂直統合モデルの価値最大化

③ 地球温暖化対策の推進
エネルギー代替の促進とエネルギー転換、CCU※技術開発

④ 国内バリューチェーンの強化・拡大
非化石エネルギー化の推進、石灰石資源を通じた利益の最大化、川下事業の強化/拡充

⑤ 研究開発・経営ソフトの強化
研究開発体制の強化、適正人員配置の推進、DX推進組織設置

最

重

要

施

策

方

針

5※CCU：Carbon dioxide Capture and Utilization （CO２分離回収と有効利用）



3．（２）２０３０年へ向けたロードマップ

Infinity with Will
2025

1st STEP

2030年

2023年度の黒字化及び

目指す姿に向けた足元固めと、新たなビジネス創出・成長戦略への種まきの3ヵ年

目指す姿

Infinity with Will

2nd STEP

2nd STEPにおいては、2026年以降に想定される国内セメント需要の漸減（2030年3,500万ｔ）に

対応するため、さらなる事業再構築を推進し、国内基盤を強固なものとするとともに、成長が期待でき

る海外事業の推進と新規事業の創出に取り組む。

統合の深化により業界トップの技術力・収益力を誇るグループ

◼ 国内セメント体制の再構築と強固なバリューチェーンによる国内トップの競争力

◼ 独自の技術とビジネスモデルによるカーボンニュートラルの業界トップランナー

◼ 米国の成長と新規拠点開拓による海外事業の持続的発展

◼ 研究開発の強化、戦略的人員配置、DXによる新規事業の創出

6



3．（２）２０３０年 目指すサプライチェーン

資源事業

高付加価値
無機材料

米国
(ｾﾒﾝﾄ/生ｺﾝ)

海外事業

新規拠点

生コン事業 販売店

国内市場 ユーザー 海外市場 ユーザー

サプライチェーン全体をブラッシュアップしながら、非化石エネルギー拠点にシフト
カーボンリサイクル、非化石事業を通じ、脱炭素･循環型社会の発展に貢献

生コン骨材
生石灰

マグネシア

川下強化

石灰石資源

大型港湾・宇部コールセンター

エネルギー
非化石化

(ﾊﾞｲｵﾏｽ発電)
(ﾊﾞｲｵﾏｽ製品)

環境
収集強化

脱ｷﾙﾝ型事業

生産・物流
再構築

販売

ｶｰﾎﾞﾝﾘｻｲｸﾙ
事業

セメント事業 環境エネルギー事業

ﾊﾞｲｵﾏｽ
工場

CO2排出量40%削減 (対2013年比)

7



8

（３）施策詳細

【各事業戦略】

宇部セメント工場・宇部コールセンター東谷鉱山

九州工場

ロバートソン・レディ・ミックス



事業戦略

◼ 適正販売価格の獲得
◼ 最適生産・物流体制による競争力強化
◼ エネルギー価格高騰対策(脱炭素社会への対応)
◼ 事業基盤の整備・合理化

◼ 3,000円値上げの2023年度期首完遂
◼ 適正販売価格収受に向けた仕組づくり

重要施策

①国内セメント事業の体質強化・コストダウン(最重要施策１)

◼ 熱エネルギー代替率向上

◼ 安価熱エネルギーの追求

◼ 生産体制変更(青森・伊佐1号キルン停止)
◼ 輸出先の選定/輸出工場の採算改善
◼ 国内物流体制の再構築

◼ 川下事業強化
◼ 設備故障削減・工場労働生産性改善

熱エネルギーコスト対策・CO2排出量削減

コストダウン追求、体制の再構築と強固なバリューチェーンにより国内トップの競争力を有す

目指す姿

事業環境

◼ 国内需要の漸減（2030年3,500万t）
◼ 熱エネルギー価格の高止まり
◼ カーボンニュートラルの加速

9



①国内セメント事業の体質強化・コストダウン(最重要施策１)

（TOPICS）熱エネルギーコスト対策、CO2排出量削減
熱エネルギー代替率:50％ （2030年）

２０22年度 ～２０25年度～２０30年度

熱E代替率(％) 19 31 50

CO2削減(千t)※ ー △405 △1,276

※２０2３年度以降の投資に伴うCO2削減効果

◼ 九州工場を中心とした廃プラ処理能力増強等
◼ 再生油受入処理設備の拡充・導入
◼ 統合によるスケールメリットを利用しストックポイントの設置（関東・関西）

◼ その他熱エネルギー代替物利用促進

10

施策

廃プラ収集イメージ 効果

関西
広域収集センター設置

九州/中国地方
工場直受入

関東
広域収集センター設置

工場
収集センター



②米国事業の成長・新規拠点の探索（最重要施策２） 米国事業の成長

石灰石鉱山

セメント工場
CN実現への施策

安定供給

輸入ターミナル
効率追求・規模拡張

生コン工場
事業規模拡張
安定供給

骨材鉱山
鉱山開発/増強・供給拡充

顧客

垂
直
統
合
モ
デ
ル
の
強
化

事業環境

◼ 南カリフォルニアのセメント・生コン需要は、
人口増加により成長継続 (年平均成長+3%)

◼ エネルギーコストの上昇
◼ 環境規制による骨材資源の枯渇
◼ 2045年迄のカーボンニュートラル目標

事業戦略

◼ 需要増加への対応
セメント/ 生コン安定供給・骨材の安定確保

◼ コストに見合った価格転嫁
◼ カーボンニュートラルへの対応

重要施策

MCCデベロップメント(MCCD)
◼ 生コン販売量増加と値上げの推進
◼ ミキサードライバー増員
◼ 既存鉱山の鉱区拡張・新規鉱山取得

米国三菱セメント(MCC)
◼ セメント値上げの推進
◼ 設備故障削減
◼ カーボンニュートラル実現に向けた施策

熱エネルギー代替向上・再エネ利用、混合セメント促進

<MCC>

<MCCD>

南カリフォルニアにおける地域生コントップシェアをベースに垂直統合モデルを強化し、価値を最大化

目指す姿

11
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◼ 米国事業に続く”第2の柱”となる新規拠点の探索/開拓（機会を逃さず柔軟に対応）

◼ ”垂直統合型事業展開”が実現可能なエリアへの進出と事業上のシナジー創出の探索

◼ 海外派遣に向けたグローバル人材の育成

重要施策

カナダ

アメリカ

ニュージーランド

オーストラリア

有望エリア

②米国事業の成長・新規拠点の探索（最重要施策２） 新規拠点の探索



目指す姿

◼ 大型港湾を有する西日本臨海部に主力拠点が集中

◼ 複合素材メーカーの中でセメント事業を継続することで蓄積してきた技術・サプライチェーン

強
み

先端技術を確立し早期に社会実装とセメントメーカー独自の事業性のある脱炭素スキームの実現により、

2030年：CO2排出量40％削減（対2013年比） 2050年：カーボンニュートラル

③地球温暖化対策の推進（最重要施策3）

事業戦略

Ⅰ. エネルギー転換の早期実現
◼ 焼成用熱エネルギー転換

廃棄物等代替：50% （～2030年）
カーボンフリーエネルギー：50%（～2050年）
【アンモニア・水素・合成メタン等】

◼ 電力用エネルギーの非化石化
（～2030年 排出削減、～2050年 完全非化石化）

Ⅱ. CCUの早期事業化
◼ セメント製造プロセスから回収できる低コスト・

高濃度のCO2を有用な資源と認識

◼ 回収CO2の利活用可能なビジネスモデルを確立
（～2030年）

13
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◼ 非化石エネルギー調達強化

広域収集センター等のインフラ整備

◼ 高効率設備導入推進

◼ カーボンフリーエネルギー焼成技術確立（アンモニア）

◼ 非化石電力化

自家発電所のエネルギー転換や外部調達等の組合わせ

重要施策

◼ CO2回収技術導入

◼ 回収CO2利活用スキーム確立（～2030年）

◼ 回収CO2の利活用拡大（～2050年）

③地球温暖化対策の推進（最重要施策3）

Ⅰ. エネルギー転換の早期実現 Ⅱ. CCUの早期事業化

原料由来
CO2回収

非化石
エネルギ

アンモニア
水素

合成
メタン

廃
棄

物

CO2

回収設備

熱エネルギー由来
CO2排出ゼロ

SP

キルン

炭酸塩化

他社供給
都市ガス 等

セメント原料
骨材

フィラー 等

液化炭酸

非化石
電気

外部
調達

外部
調達

外部調達
/自家発

メタネーション

廃棄物
廃コンクリート

電炉スラグ
焼却灰 等

外部
調達

直接利用排水中和剤

化学原料
食品・飲料用
工業用途 等

自社利用

仮焼炉

オフセット
貯留 等

余剰分

２ ０ ５ ０ カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 想 定 図



（参考）カーボンニュートラルに向けた技術開発ロードマップ

項目 2022 2025 2030 2040 2050

削
減
技
術
開
発

熱エネ
由来

プロセス
由来

CO2の
利活用
技術開発

環境貢献
オフセット

省エネ・高効率化設備導入

廃棄物代替率50%

実装化

製品ラインナップ化

利用拡大

事業化

技術開発・実証

高耐久・長寿命化製品等の提供

低炭素原料利用技術開発

低炭素型セメント・コンクリートの開発

CCU技術・プロセス

カーボンリサイクル製品

カーボンフリーエネルギーの製造・燃焼技術

廃プラ・バイオマス利用拡大技術

コンクリートによるCO2吸収量評価手法 コンクリートによるCO2吸収を反映

実行・普及

15
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【TOPICS】エネルギー転換・CO2回収・利用技術の開発・実証（実証中）

廃コンクリート等の廃棄物からカルシウムを分離、
抽出、CO2を固定化した人工石灰石を生成し利用す
る技術を開発中(GI基金事業に参画)

（参考）地球温暖化対策の推進（最重要施策3）

セメントキルン排ガスからCO2を分離回収し、水
素と反応させメタンを合成するメタネーション技
術の実証試験を推進中

セメント製造工程

メタン合成以外の
用途検討 水素

CO2

メタン合成
(メタネーション)

CO2

分離回収

カーボンニュートラル
メタン

化石由来
熱エネルギー(石炭等)

① ②

④

③

既存ライ
ン

実験施設外観

分離回収試験装置

メタネーション技術開発 炭酸塩化技術開発
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• セメントキルン用熱エネルギーの非化石化を目標

• アンモニアは非化石エネルギーの最重要候補

1. 国のアンモニア供給拠点化支援事業に選定された周南地区(山口県)より確保

2. 他社に先駆け、キルンでのアンモニア燃焼を研究

3. 石炭からアンモニアへのエネルギー転換については国よりの支援を得られる見通し

年代 アンモニア燃焼に係る研究開発実施事項

2014-2018年 宇部興産として「アンモニア混焼セメントキルンの技術開発」実施（ラボテスト）

2021-2022年 宇部セメント工場にて実機セメントキルンでの小規模混焼試験実施

2023年以降 実機セメントキルンでの高混焼率テスト（目標30％）

アンモニア高混焼率テストを実施し早期に燃焼技術確立

（参考）地球温暖化対策の推進（最重要施策3）

【TOPICS】セメントキルンにおけるアンモニア混焼の実証開始

非化石
電気

非化石
エネルギ

アンモニア
水素

合成
メタン

廃
棄

物

SP

キルン

仮焼炉



事業環境

18

◼ カーボンニュートラルの加速
◼ エネルギー価格の高止まり
◼ 石炭火力発電所フェードアウト

事業戦略

◼ エネルギーバリューチェーンの構築と強化
◼ 安価な熱エネルギーの追求 (ソースの拡大)

重要施策：新たなエネルギーバリューチェーンの構築と強化

+ 九州工場
熱エネルギーコスト低減

原料・熱エネ代替物

２nd STEP
・国内最大級の再エネ電源化
・海外生産:100万トン/年
・バイオマスとの混炭販売

（ブラックペレット、PKS（ヤシ殻））

宇部・伊佐・苅田セメント工場

216MW発電所
(バイオマス比率:13%)

石炭顧客

中 経

ブラックペレット事業
(6万トン/年)

宇部コールセンター

④国内バリューチェーンの強化・拡大 環境エネルギー事業戦略

宇
部
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

目指す姿

現 状

国内最大級の宇部コールセンター活用したエネルギーバリューチェーンの強化（熱エネ代替物の利用拡
大とバイオマス転換）により新たな利益を創出

再エネ発電事業及びブラック
ペレット事業のFS実施

バイオマス燃料
（BP：ブラック

ペレット)



宇部マテリアルズ

菱光石灰工業

事業環境
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事業戦略（石灰石サプライチェーン）

石灰石
鉱山 東谷鉱山伊佐鉱山 宇根鉱山

菱光石灰工業
セメント工場

石灰石

鉄鋼メーカー電力会社 ゴミ焼却場

生コン会社

自動車メーカー/電子部品 耐火物メーカー

マグネシア製品
ファイン

マテリアル製品 石灰石関連製品

直系生コン

骨材・砕砂製品

宇部マテリアルズ戦略

鉱山戦略
鉱産品戦略

シナジー シナジー

◼ 国内セメント・生コン需要の漸減
◼ 国内粗鋼生産量減少、世界自動車生産台数増加

骨材・砕砂製品 石灰石関連製品 ファインマテリアル製品 マグネシア製品

供給プレイヤー減少等により

材料不足継続

高炉再編・電炉化により

需要減

モスハイジ需要堅調

積層ｾﾗﾐｯｸｺﾝﾃﾞﾝｻ向けCS拡大

電力・耐火向け 微減

ガラス向け・新規 増加

④国内バリューチェーンの強化・拡大 資源事業戦略

東北鉄興社

長坂鉱山

MUCC
鉱産品事業

目指す姿

石灰石資源の安定確保および、付加価値の最大化とコストの最小化
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重要施策

◼ シナジー効果の最大化
✓ 宇部マテリアルズ骨材・石灰石事業統合
✓ グループ全体の最適供給体制の構築

◼ 収益の向上：値上げ、販路開拓

◼ 仕入ソース及び資源の確保

鉱産品事業戦略鉱山戦略

重要施策

◼ 石灰石の最適採掘体制の構築

◼ 新規爆薬導入（バルクエマルション）

◼ けい石資源確保（鉱山開発準備）

重要施策

◼ マグネシア、生石灰の価格転嫁

◼ マグネシアの用途拡大と生石灰の販路拡大

◼ 塩基性硫酸マグネシウム（モスハイジ）の自動車向け用途拡大による拡販

◼ 超高純度炭酸カルシウム（CS）の積層セラミックコンデンサ向け供給能力拡大

◼ 研究マネジメント体制の強化・顧客との共創による技術・提案力強化

宇部マテリアルズ戦略

④国内バリューチェーンの強化・拡大 資源事業戦略

モスハイジ粒子形状



事業環境

◼ 生コン需要漸減（特に地方部）

◼ 人員不足

◼ 諸原材料・輸送コストアップ

◼ カーボンニュートラルの加速

事業戦略

◼ 直系生コン・販売店の再構築

◼ アライアンスによるエリア牽引

◼ グループ人材の活用

◼ 低炭素製品の需要取り込み

重要施策

◼ 地域毎のグルーピングによる事業基盤強化

◼ 全国展開する中核販売店の強化・拡充（宇部建設資材販売㈱と三菱商事建材㈱の事業統合）

◼ 生コン・販売店グランドデザインとの連携

◼ 低炭素コンクリートの開発・製造、脱炭素製品の使用技術

④国内バリューチェーンの強化・拡大 生コン・販売店事業戦略

目指す姿

経営基盤を強化し、安定的な収益を確保するとともに、各エリアを牽引し、国内セメント営業戦略の一翼
を担うグループを形成
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目指す姿
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◼ 事業基盤強化 ： 石炭価格高騰への対応、廃プラ使用増大、バイオマス利用

◼ 成長戦略強化 ： カーボンリサイクル事業創出、廃棄物新規事業企画、建材・無機材料の新規事業創出

◼ 地球環境対策 ： 脱炭素に関わる施策(熱エネ代替廃棄物利用拡大、低炭素セメントの製造・販売戦略)

人員配分事業戦略：研究開発方針

◼ 地球環境対策
CO2削減・利用技術の早期獲得

◼ 既存事業の立て直し・強化
保有技術の深化・活用による
収益力と生産性の向上

◼ 新規事業の創出（成長分野の強化・拡大）
独創的な技術・材料の開発と実用化を推進

業界トップクラスの開発力により独創的な技術を確立し、事業の成長と持続可能な社会の実現に向けて
新たな価値を創出

各事業戦略の方向性

◼ 研究開発人員増（脱炭素・成長事業に投入）

2030目指す姿
（１４０名）

地球環境対策

既存事業立て
直し・強化

新規事業創出

４割

４割

２割

４割

３割

３割

現状（100名）

⑤研究開発・経営ソフトの強化 研究開発戦略

４割

４割

２割

＋４０％



目指す姿

◼ 多様な人材を受け入れ、働きがいのある環境に整備

◼ 人的資源を戦略的に再配置し、グループ全体の効率化を達成

施 策

◼ 適正人員配置の推進:業務効率化と人材流動化により海外・研究開発・グループ会社へ人員シフト

◼ 専門人材の確保・育成（DX、グローバル等)

◼ ジョブ型制度へのシフト

◼ ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

23

⑤研究開発・経営ソフトの強化 人材戦略

◼ 少子高齢化による人材不足、労働人口の流動化が加速

◼ 働き方・人材の多様化

事業環境



目指す姿

◼ AI,IoT技術の発展 ・DXによる企業の提供価値の変化 ・労働人口の減少

施策：フェーズ１の取り組み事業戦略：DXロードマップ

◼ 全社組織のDX推進組織の設置（戦略策定、人材育成）

◼ 新サプライチェーンシステム構築による業務効率化と

経営資源の見える化

デジタル技術とデータを活用、事業変革を支えるデジタル基盤の整備・運用を通じてグループの持続

的成長を支えるとともに、新しい価値創出機会を継続的に捉え、競争優位性を確立

⑤研究開発・経営ソフトの強化 DX戦略

◼ フェーズ１

DX推進体制の構築 業務の効率化・自動化

◼ フェーズ２

新しい価値の創出へ向けた試行・展開

◼ フェーズ３

新しいビジネスモデル、企業文化の創出

事業環境
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（４）2023-2025年 設備投資・投融資計画

270

316

33

196

※ 成長戦略投資については都度、追加検討

熱エネ代替

815

367 

398 
単体

海外G会社

52%

23%

25%

国内G会社

合計

1,580億円

連結

熱エネ代替

合計

81５億円

事業維持・保命

その他

単体 (億円)

2023-2025

営業キャッシュフロー 1,770

投資キャッシュフロー △ 1,580

フリーキャッシュフロー 190

キャッシュフロー

2023－２０25 ２０23－２０30

CN※対策 280 700以上

投融資

25
※ CN:カーボンニュートラル

単体



売上高 億円 5,920 7,100 9,300

営業利益 億円 △ 280 390 750

経常利益 億円 △ 260 390 750

純利益 億円 △ 530 210 450

ROE % - 5.5% 8.0%

ROA % - 2.5% 6.0%

2022年度
見通し

2025年度
計画

2030年度
目指す姿

国内セメント需要 万ｔ 3,740 3,800 3,500

南カリフォルニアセメント需要 万ｓｔ 751 763 890

石炭（一般炭）FOB価格 ＄/t 403 370 370

為替 円/＄ 138 130 130

（5）事業計画

連結経営指標

前提条件
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将来の見通しの記述について

本資料にある計画､戦略､業績予想等に関する記述は､記述した時点で当社が入手できた情報に基づ

いたものです。これらの予想･ 予測には､当社を取り巻く経済情勢､競合環境､関連法規､為替レ ート

等不確実な要素が含まれており､これらの予想･予測を覆す 潜在的なリスクが顕在化する可能性もあ

ります。したがって､将来の実際の業績・事業環境等が本資料の記述と異なったものとなる可能性が

あることをご承知おきください。

注意事項
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